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⑶ たとえば、世界銀行のWorld Development Report 
2016が指摘している。
が利用できるようになってきた結果、貿易や直接投資
を行う企業は一握りに過ぎないことが明らかにされた
ことである。以下順に簡単に説明しよう。
企業は海外直接投資やアウトソーシングを通じて国
境を越えた適地生産や適地調達を盛んに行うように
なった。たとえば、日本企業は組み立てなど最も単純
労働集約的な工程から東南アジアや中国に移管してき
た。しかし、進出先の工業化とともに、部品やパーツ
などスキル労働の集約度が一段高い工程も現地化する
ようになった。一方、日本国内に残された機能は研究
開発やマーケティングなどスキル集約度の高い工程に
一層集中する。この結果、進出先と日本の両方でスキ
ル労働への需要が増加し、先進国（日本）と途上国（東
南アジアや中国）の双方でスキル労働者と単純労働者
の賃金差が拡大する。この説明は冒頭に示した貿易の
影響とは結果が異なり、現実と整合的である。
世界経済における中国の存在感はすでに語り尽くさ
れている感があるが、改めて統計をみると圧倒的であ
る。たとえば1995年の米国の製造業製品の輸入に占め
る中国シェアは約8%だったが、2013年には27%にま
で上昇した⑴。マサチューセッツ工科大学のAutor教
授らは、最近の一連の研究で、米国では1990年代から
2000年代にかけて、中国からの輸入と競合する産業が
集積する地域において、学歴の低い労働者を中心に失
業率の上昇や賃金の低下などの影響があったと主張し
ている。この研究の影響は大きく、さまざまな国で中
国貿易の影響が研究されるようになった。
近年、研究者が企業統計の原票を利用することが可
能になってきた。これにより、これまで平均的な企業
像で議論されることの多かった貿易研究に企業の特性
という視点が取り入れられ、研究に画期をもたらすこ
ととなった。現在では、生産性の高い一握りの企業が
貿易や直接投資を担っていることは観察事実として確
立されているが、こうした国際化企業は非国際化企業
に比べスキル労働者をより多く雇用していることも分
かってきた。これは経済のグローバル化と賃金格差に
なにを意味するだろうか。海外市場の拡大は国際化企
業に成長の機会を与え、生産性の低い非国際化企業の
退出を促す。この結果スキル労働への需要が増加し、
賃金差は拡大する。このような企業の参入退出によっ
て種類の異なる労働の需要が変化するメカニズムは見
過ごされていたのである⑵。
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